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１． はじめに 

 ＮＴＴドコモ モバイル社会研究所ではケータイが社会生活に与える影響[1,2]について継続的に調

査を行ってきた。ケータイ・スマートフォンユーザのうち MVNO*の比率が 2016年[3]の 8.0％から 2019

年[4]の 20.8％と所有構造が変化する中で、「どのような人物がどのような MNO・MVNO を所有している

か」についての関心が高まっている。本稿では、MNO・MVNO 選択に影響する要因について考察するた

め、MNO_フィーチャーフォンと MNO_スマートフォン、MVNO_スマートフォンの 3 肢のうち、どの種類

を保有しているかを外的基準とし、基本属性・ライフスタイル尺度・購入時重視項目等を説明変数に

して数量化理論第Ⅱ類のよる分析を行った結果を示す。 

 

２． 調査概要 

 調査時期：2019 年 1 月、調査対象：全国 15～79

歳男女、調査方法：web 調査、標本抽出法：QUOTA 

SAMPLING 性別・年齢(5 歳刻み)・居住エリアで割

付 6,926サンプル回収 

 

３． 分析方法 

  MNO・MVNO選択に影響する要因について考察する

ため、MNO_フィーチャーフォンと MNO_スマートフォ

ン、MVNO_スマートフォンの 3 肢のうち、どの種類を

保有しているかを外的基準とし、基本属性（性別、年代、

世帯年収、都市区分）、PC保有状況、購入時重視項目（通信料の安さ、端末ブランド、通信キャリア）、

スマホ・アプリの操作がわからないときの対応（来店して問い合わせる）、ライフスタイル尺度（イノ

ベータースケール、即時－遅延志向）を説明変数にして数量化理論第Ⅱ類を用いた分析を行った。ラ

イフスタイル尺度については、飽戸(1987)のライフスタイル調査項目[5]から「イノベータースケール

（6 項目から 4 項目を選択）」および「即時－遅延志向」を採用している。なお、欠損値を除いた分析

対象のサンプル数は 5,977である。また、図 1 に分析対象の MNO_フィーチャーフォンと MNO_スマート

フォン、MVNO_スマートフォンの割合を示す。 

                                                   
* 「MVNO（Mobile Virtual Network Operator）=仮想移動通信事業者」とは、「MNO（Mobile Network Operator）

=移動通信事業者」から通信回線を借り受けて通信サービスを提供する事業者のことである。本稿では、「NTT ド

コモ、au(KDDI、沖縄セルラー)、ソフトバンク」の 3社を「MNO」、それ以外を「MVNO（Y!mobile、UQ コミュニケ

ーションズ、LINEモバイル、楽天モバイルなど）」とした。なお、本稿では、スマホ・ケータイ保有者に「最も

よく利用するスマホ・ケータイ（1 台目）」についてヒアリングし、「わからない」と回答した場合を除いて集計

している。 

図 1 MNO・MVNO の割合 
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表 1 数量化理論第Ⅱ類の計算結果（1 軸、2 軸） 
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４． 分析結果（1 軸（スマートフォンとフィーチャーフォンの分類軸）） 

 数量化理論第Ⅱ類を用い外的基準が 3 群（MNO_フィーチャーフォン、MNO_スマートフォン、MVNO_

スマートフォン）の分析を実施したことで、2つの軸についての分析結果を得た。判別的中率は 63.7％、

相関比はη=0.47（1 軸）、η=0.30（2軸）となった。 

ここでは、1 軸についての結果に示す。表 1 に説明変数の偏相関係数とそれぞれの変数のカテゴリ

ーウェイトを示す。また、図 2 に判別グラフを示す。判別グラフ（図 2）が示すように、検討に用い

た説明変数によって得られるモデル式では、スマートフォン群とフィーチャーフォン群に分類するこ

とができ、スマートフォン・フィーチャーフォン端末選択に影響する要因についての幾つかの知見を

得ることができた。 

説明変数のなかでスマートフォン・フィーチャーフォン端末選択に最も大きく影響する項目(アイテ

ム)は「年代」であり、以降は「購入時重視項目（通信料の安さ）」、「PC 保有」、「購入時重視項目（端

末メーカー）」、「世帯年収」と続いている。 

「年代」では、若いほどフィーチャーフォン保有、高齢であるほどフィーチャーフォン保有の傾向

がある。「購入時重視項目（通信料の安さ）」では、重視しないはスマートフォン保有、重視するはフ

ィーチャーフォン保有の傾向がある。「PC 保有」では、PC 保有ではフィーチャーフォン保有、PC未保

有ではスマートフォン保有の傾向がある。「購入時重視項目（端末メーカー）」では、重視しないはフ

ィーチャーフォン保有、重視するはスマートフォン保有の傾向がある。「世帯年収」では、「わからな

い/答えたくない」「0 円」を除き、世帯年収が低いほどフィーチャーフォン保有、世帯年収が高いほ

どスマートフォン保有の傾向がある。 
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図 2 判別グラフ（1軸）（相関比η=0.47）      図 3 判別グラフ（2軸）（相関比η=0.30） 

 

５． 分析結果（2 軸（MNOと MVNOの分類軸）） 

 ここでは、2 軸についての結果を示す。表 1 に説明変数の偏相関係数とそれぞれの変数のカテゴリ

ーウェイトを示す。また、図 3 に判別グラフを示す。判別グラフ（図 3）が示すように、検討に用い

た説明変数によって得られるモデル式では、大まかに MNO 群と MVNO 群に分類することができ、MNO・

MVNO 端末選択に影響する要因についての幾つかの知見を得ることができた。 

説明変数のなかで MNO・MVNO 端末選択に最も大きく影響する項目(アイテム)は「購入時重視項目（通

信料の安さ）」であり、以降は「年代」、「購入きっかけ（通信キャリア）」、「スマホ・アプリの操作が

わからないときの対応（来店して問い合わせる）」、「世帯年収」と続いている。 



「購入時重視項目（通信料の安さ）」では、重視しないは MNO 保有、重視するは MVNO 保有の傾向が

ある。「年代」では、30 代が最も MVNO 保有の傾向があり、30 代を頂点として、若いほど、また高齢で

あるほど、MVNO 保有の傾向が弱まる。「購入時重視項目（通信キャリア）」では、重視しないは MVNO

保有、重視するは MNO保有の傾向がある。「スマホ・アプリの操作がわからないときの対応（来店して

問い合わせる）」では、来店しないは MVNO 保有の傾向、来店するは MNO 保有の傾向がある。「世帯年収」

では、400万円～600 万円が最も MVNO 保有の傾向があり、400万円～600 万円を頂点として、概ね世帯

年収が低いほど、また高いほど MVNO保有の傾向が弱まる。 

 

６． 考察 

MNO・MVNO 端末選択に影響する要因について数量化理論第Ⅱ類による分析を行った。スマートフォン

とフィーチャーフォンの選択については、最も影響が大きかった項目は「年代」、次いで「購入時重視

項目（通信料の安さ）」であった。年代については、2019 年 1 月の調査で 70 代のスマートフォン所有

率が初めて 5 割を超えフィーチャーフォン所有率を上回ることが報告[4]されるなど、若年層のみなら

ず中高年層に至るまでスマートフォンが急速に普及していることを考慮すると、今後は「年代」の影

響は縮小していくと考えられる。また、次いで影響の大きかった「購入時重視項目（通信料の安さ）」

については、MNO・MVNO の選択とあわせて後述する。 

MNO と MVNO の選択については、最も影響が大きかった項目は「購入時重視項目（通信料の安さ）」

であった。この点については、MNO 側の新料金提供（NTT ドコモ及び KDDIが 2019 年 6 月から新料金を

提供する等）、2019 年秋に施行される見込みの電気通信事業法改正による「分離プラン」義務化、2019

年 10 月の楽天の MNO 参入などの影響により、MNO と MVNO の通信料金の価格差が低減される可能性が

あり、MNO・MVNO 選択への影響について注視する必要がある。また、スマートフォンの通信料金の低

減により、フィーチャーフォンからの買い替えがより進む可能性もあり、あわせて注視したい。次い

で影響の大きかった「年代」については、現時点では 30 代、40 代が MVNO を選択しやすい傾向がある

が、今後どのように傾向が変化するかについて、経年的なデータ収集により確認したい。 

スマートフォンの急速な普及に加えて、MVNOの普及や楽天による携帯事業参入（2019 年 10 月予定）、

「分離プラン」義務化などケータイ社会を取り巻く状況が変化し続けていることを踏まえて、「どのよ

うな人物がどのような MNO・MVNO を利用しているか」について、継続的に観察・分析していきたい。 
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